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議案第２９号

（総則）

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）処理開始面積 ２５１ ㎡

（２）年間総排水量 ２５５,５００ ㎥

（３）１日平均排水量 ７００ ㎥

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収入

　第１款　農業集落排水事業収益 ２１１,０２２ 千円

　　第１項　営業収益 ８８,９９０ 千円

　　第２項　営業外収益 １２２,０３２ 千円

支出

　第１款　農業集落排水事業費用 ２３２,４８２ 千円

　　第１項　営業費用 ２２５,０７２ 千円

　　第２項　営業外費用 ５,４１０ 千円

　　第３項　特別損失 ２,０００ 千円

（資本的収入及び支出）

収入

　第１款　資本的収入 ８７,５５０ 千円

　　第１項　他会計負担金 ７５,９５０ 千円

　　第２項　企業債 ２,５００ 千円

　　第３項　国庫補助金 ７,０００ 千円

　　第４項　県補助金 ２,１００ 千円

支出

　第１款　資本的支出 ８８,５６０ 千円

　　第１項　建設改良費 １４,０００ 千円

　　第２項　繰出金 １０ 千円

　　第３項　企業債償還金 ７３,５５０ 千円

　　第４項　予備費 １,０００ 千円

令和８年度神石高原町農業集落排水事業会計予算

第1条　令和８年度神石高原町農業集落排水事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的支出が資本的収入を上
回る額1,010千円については、過年度損益勘定留保資金等で補てんするものとする）。
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（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金の限度額）

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（１）営業費用、営業外費用、特別損失

　（２）建設改良費、企業債償還金

（流用禁止項目）

　（１）職員給与費 ９,２２６ 千円

（他会計からの補助金）

令和８年３月３日提出

神石高原町長　入　江　嘉　則

第９条　農業集落排水事業助成のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は
      ９２，７９０千円である。

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、
      又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければな
      らない。

起債の目的 限度額（千円） 起債の方法 利率 償還の方法

農業集落排
水債

2,500 普通貸借

　3.5%以内（ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる政府資
金等について、利率
の見直しを行った後
においては当該見直
し後の利率）

　借入先の融資条件によ
る。ただし、町財政上の
都合により据置期間及び
償還期間を短縮もしくは
繰上償還又は低利債に借
換えることができる。

合計 2,500
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神石高原町農業集落排水事業会計予算に関する説明書（1）

令和８年度
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（単位　千円）

１農業集落排
水事業収益

211,022

１営業収益 88,990

１農業集落排水施設使用料 88,680

２その他営業収益 310

２営業外収益 122,032

１受取利息及び配当金 10

２他会計補助金 8,792

３他会計負担金 8,048

４雑収益 50

５長期前受金戻入 105,132

（単位　千円）

１農業集落排
水事業費用

232,482

１営業費用 225,072

１処理場費 89,068

２総係費 25,444

３減価償却費 110,560

２営業外費用 5,410

１支払利息 3,400

２雑支出 10

３消費税及び地方消費税 2,000

３特別損失 2,000

１その他特別損失 2,000

４予備費 0

１予備費 0

項

備　　考

目

目

備　　考

令和８年度神石高原町農業集落排水事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　入

本年度予定額

本年度予定額

支　　出

項

款

款
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（単位　千円）

１資本的収入 87,550

１他会計負担
金

75,950

１他会計負担金 75,950

２企業債 2,500

１農業集落排水債 2,500

３国庫補助金 7,000

１国庫補助金 7,000

４県補助金 2,100

１施設整備費県補助金 2,100

（単位　千円）

１資本的支出 88,560

１建設改良費 14,000

１処理場建設改良費 14,000

２繰出金 10

１繰出金 10

３企業債償還
金

73,550

１企業債償還金 73,550

４予備費 1,000

１予備費 1,000

支　　出

款

目

項 備　　考本年度予定額

款 備　　考本年度予定額

目

収　　入

項

資本的収入及び支出
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収益的収入 （単位　千円）
款

項
目

211,022 199,332 11,690

88,990 87,710 1,280

１農業集落排水施設使用
料

88,680 87,600 1,080 １処理施設使用料 88,680

２その他営業収益 310 110 200 １加入金 300

２手数料 10 督促手数料

122,032 111,622 10,410

１受取利息及び配当金 10 10 0 １預金利息 10

２他会計補助金 8,792 9,151 △ 359 １他会計補助金 8,792

３他会計負担金 8,048 9,850 △ 1,802 １他会計負担金 8,048

４雑収益 50 50 0 １その他雑収益 50
延滞金、加算金及び過料、公有物損害
共済金等

５長期前受金戻入 105,132 92,561 12,571
１長期前受金
　戻入

105,132

収益的支出 （単位　千円）

款

項

目

232,482 221,093 11,389

225,072 212,049 13,023

１処理場費 89,068 73,131 15,937 １備品購入費 120

２燃料費 10

３光熱水費 19,440

６修繕費 15,996

７被服費 8

８通信運搬費 1,467

９保険料 325

１０手数料 1,719

１１委託料 49,953
施設管理委託料、施設設備保守管理委託
料

１２使用料及び賃借料 30

１３工事請負費 0

１営業費用

１農業集落排水事業費用

金　額
備　　考

前年度
予定額

比　較
区　分

金　額

本年度
予定額

節

令和８年度神石高原町農業集落排水事業会計収益的収入及び支出明細書

１営業収益

２営業外収益

備　　考

１農業集落排水事業収益

前年度
予定額

比　較
節

区　分
本年度
予定額
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２総係費 25,444 28,358 △ 2,914 １報酬 50

２給料 4,859

３手当 2,865
通勤手当、扶養手当、時間外手当、住居
手当、期末手当、勤勉手当

４法定福利費 1,452 共済組合負担金、災害補償基金負担金

５退職手当組合負担金 584

６旅費 30 普通旅費

７備品購入費 181

８印刷製本費 474

９燃料費 80

１０修繕費 30

１１保険料 16

１２手数料 322

１３委託料 11,769 システム設備管理等委託料、その他

１４使用料及び賃借料 1,825

１５負担補助及び交付
金

179 職員共済互助会費、その他

１７賞与等引当金繰入 718

１８貸倒引当金繰入 10

３減価償却費 110,560 110,560 0
１有形固定資産減価償
却費

110,560

5,410 7,044 △ 1,634

１支払利息 3,400 5,034 △ 1,634 １企業債利息 3,400

２雑支出 10 10 0 １過誤納還付金 10

３消費税及び地方消費税 2,000 2,000 0
１消費税及び地方消費
税

2,000

３特別損失 2,000 2,000 0

１その他特別損失 2,000 2,000 0 １その他特別損失 2,000

２営業外費用
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資本的収入

款
項

目

87,550 91,110 △ 3,560

75,950 86,910 △ 10,960

１他会計負担
金

75,950 86,910 △ 10,960 １他会計負担金 75,950

2,500 4,200 △ 1,700

１農業集落排
水債

2,500 0 2,500 1農業集落排水債 2,500

２公営企業会
計適用債

0 4,200 △ 4,200
1公営企業会計適
用債

0

7,000 0 7,000

１国庫補助金 7,000 0 7,000 １国庫補助金 7,000

2,100 0 2,100

１施設整備費
県補助金

2,100 0 2,100
１農業集落排水施
設整備事業費補
助金

2,100

資本的支出

款
項

目

88,560 87,920 640

14,000 0 14,000

１処理場建設
改良費

14,000 0 14,000 １委託料 14,000

10 10 0

１繰出金 10 10 0 １繰出金 10

73,550 86,910 △ 13,360

１企業債償還
金

73,550 86,910 △ 13,360 １企業債償還金 73,550

1,000 1,000 0

１予備費 1,000 1,000 0 １予備費 1,000

前年度
予定額

比　較
金　額区　分

備　　考

令和８年度神石高原町農業集落排水事業会計資本的収入及び支出明細書

本年度
予定額

前年度
予定額

比　較
節

備　　考
区　分 金　額

（単位　千円）

１資本的収入

１他会計負担金

２企業債

４予備費

３国庫補助金

２繰出金

４県補助金

１建設改良費

（単位　千円）

節

１資本的支出

３企業債償還金

本年度
予定額
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（単位　千円）

（１）業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当期純利益 △ 18,925

　　　減価償却費 110,560

　　　固定資産除却費 0

      長期前受金戻入額 △ 105,132

      引当金等増減 65

      受取利息 △ 10

　　　支払利息及び企業債取扱い諸費 3,400

　　　未収金の増減（△は増加） 0

　　　未払金の増減（△は減少） 0

　　　その他流動資産の増減 0

　　　その他流動負債の増減 0

      小計 △ 10,042

      受取利息 10

      支払利息及び企業債取扱い諸費 △ 3,400

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 13,432

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 13,636

　　　国庫補助金等による収入 8,273

      他会計からの繰入金等による収入 75,675

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 70,312

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債による収入 2,500

　　　企業債の償還による支出 △ 73,550

　　　繰出金による支出 △ 10

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 71,060

資金増加額 △ 14,180

資金期首残高 40,601

資金期末残高 26,421

令和８年度神石高原町農業集落排水事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）
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２．一般職

（１）総　括

説明書（２）

給　　与　　費　　明　　細　　書

１. 特別職

職員数 報　酬 給　料 計 共済費 合　計

支給額 支給率

（人） （千円） （千円） （千円） (月分) (千円) （千円） （千円） （千円）

長 等

議 員

その他の
特 別 職

8 50 50 50

計 8 50 50 50

長 等

議 員

その他の
特 別 職

8 50 50 50

計 8 50 50 50

長 等

議 員  

その他の
特 別 職

計

区　　　　分

比　較

本年度

前年度

備　考その他
の手当

手　　　　　　当

期　末　手　当

給　　　　　　　与　　　　　　　費

職員数 報　酬 給　料 職員手当 計 共　済　費 合　　計

（人） (千円） (千円） (千円） （千円） （千円） （千円）

区　分

給　　　　　与　　　　　費

備　　　　考

本 年 度 4,859 2,865 7,724 1,452 9,1761

前 年 度 4,714 2,637 7,3511 1,413 8,764

412比　　較 145 228 373 39

時 間 外 管理職員特 管理職 特殊勤務 夜間勤務

勤務手当 別勤務手当 手　当 手当 手当

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

本年度 216 300 1,170 984 195

前年度 216 300 1,101 925 95

比　較 69 59 100

勤勉手当 児童手当

職
員
手
当
の
内
訳

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当 期末手当 地域手当
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ア. 会計年度任用職員以外の職員

イ. 会計年度任用職員

職員数 報　酬 給　料 職員手当 計 共　済　費 合　　計

（人） (千円） (千円） (千円） （千円） （千円） （千円）

比　　較 145 228 373 39

1,413 8,764

412

前 年 度 4,714 2,637 7,3511

区　分

給　　　　　与　　　　　費

備　　　　考

本 年 度 4,859 2,865 7,724 1,452 9,1761

時 間 外 管理職員特 管理職 特殊勤務 夜間勤務

勤務手当 別勤務手当 手　当 手当 手当

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

本年度 216 300 1,170 984 195

前年度 216 300 1,101 925 95

比　較 69 59 100

勤勉手当 児童手当

職
員
手
当
の
内
訳

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当 期末手当 地域手当

職員数 報　酬 給　料 職員手当 計 共　済　費 合　　計

（人） (千円） (千円） (千円） （千円） （千円） （千円）

比　　較

前 年 度

区　分

給　　　　　与　　　　　費

備　　　　考

本 年 度

時 間 外

勤務手当

(千円） (千円） (千円）

本年度

前年度

比　較

職
員
手
当
の
内
訳

区　分 通勤手当 期末手当
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

（千円） （千円）
給　料 145 昇給に伴う増加分 15 昇格・昇給 15

給与改定に伴う増減分 130 給料表改定 130

職員手当 228 制度改正に伴う増減分 81 期末手当 16 支給率変更
勤勉手当 15 支給率変更
地域手当 50 支給率変更

その他の増減分 147 期末手当 53

勤勉手当 44

地域手当 50

区　分 備　　　考

（千円）

増減事由別内訳増減額 説　　　　  明
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（３）給料及び職員手当の状況

  ア. 職員一人当たりの給与

  イ. 初任給

  ウ. 級別職員数

行　政　職 技　能　労　務　職
 　　　（円）  　　　（円）  　　　（円）  　　　（円）

高　　校　　卒  200,300  200,300

大　　学　　卒  232,000  232,000

区　　　分
国　　　　の　　　　制　　　　度

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

１　級 １　級

２　級 ２　級

３　級 ３　級

４　級 ４　級

５　級 1 100.0 ５　級

６　級 ６　級

計 1 100.0 計

１　級 １　級

２　級 ２　級

３　級 ３　級

４　級 ４　級

５　級 1 100.0 ５　級

６　級 ６　級

計 1 100.0 計

技　能　労　務　職

令和8年1月1日現在

令和7年1月1日現在

区　　分
一　般　行　政　職

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）  404,700

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）  437,930

平 均 年 齢 （ 歳 ）  54.0

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）  392,400

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）  410,400

平 均 年 齢 （ 歳 ）  53.0

区　　　　　　　　　　　　分

令和8年1月1日現在

令和7年1月1日現在
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（級別の標準的な職務の内容） (令和８年１月１日現在)

  エ. 昇給（各年度１月１日時点）

区　　　　分  　１　　級  　２　　級  　３　　級  　４　　級  　５　　級  　６　　級

一 般 行 政 職  主事  主任主事  主任  係長  課長補佐  課長
 主査

合　　　計 一般行政職 技能労務職

1 1

1 1

1 1

100.0 100.0

1 1

1 1

1 1

100.0 100.0

区　　　　　　　　　　　　　　分

　 　号給数別内訳

 　１号給 （人）

 　４号給 （人）

 　昇給に係る職員数        （Ｂ）　　　　（人）

 　５号給 （人）

 　職　 　員 　　数　　　　（Ａ）　　　　（人）

本年度

 　２号給 （人）

 　７号給 （人）

 　３号給 （人）

 　比　　　　　　率 　 （Ｂ）／（Ａ）　　（％）

 　８号給 （人）

 　６号給 （人）

前年度

 　職　 　員 　　数　　　　（Ａ）　　　　（人）

 　３号給 （人）

 　４号給 （人）

 　昇給に係る職員数        （Ｂ）　　　　（人）

　 　号給数別内訳

 　１号給 （人）

 　２号給 （人）

 　５号給 （人）

 　８号給 （人）

 　比　　　　　　率 　 （Ｂ）／（Ａ）　　（％）

 　６号給 （人）

 　７号給 （人）
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  オ. 期末手当・勤勉手当

  カ. 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 (令和８年１月１日現在)

  キ. 地域手当

  ク. 特殊勤務手当

  ケ. その他の手当

区　　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　　異　　の　　内　　容

扶　養　手　当 同

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 異 　　支給距離区分及び額

 　　　　区　　　　　　　分  　全　　職　　種 一般行政職（税務職） 技　能　労　務　職

 　給料総額に対する比率（％） 該当なし

 　支給対象職員の比率　（％）
（令和８年１月１日現在）

 　代表的な特殊勤務手当の名称

（月分） （月分） （月分） （月分）

定年前早期退職特例措置

（2%～45% 加算）

国の制度 定年前早期退職特例措置

（支給率等） （3%～45% 加算）

支給率等

 24.586875  33.27075  47.709  47.709

 24.586875  33.27075  47.709  47.709

備　考最高限度 その他の加算措置等区　　分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

支給率計 職制上の段階、職務の

６月（月分） 12月（月分） ３月（月分） （月分） 級等による加算措置

本 年 度  2.325  2.325  4.650 有

前 年 度  2.300  2.300  4.600 有

国の制度  2.325  2.325  4.650 有

備　考区　分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

支 給 対 象 地 域 神石高原町

支　 給 　率　(%) 2

支給対象職員数(人) 1

国 の 指 定 基 準に
基 づ く 支給率 (%)

2
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１ 千円 千円 千円

（１） 79,636

（２） 110 79,746

２

（１） 68,551

（２） 27,045

（３） 110,560 206,156

△ 126,410

３

（1） 10

（2） 8,319

（3） 12,237

（4） 50

（5） 92,561 113,177

４

（1） 5,034

（2） 10 5,044

△ 18,277

５

（1） 2,000 2,000 △ 2,000

△ 20,277

△ 3,668

0

△ 23,945

他 会 計 負 担 金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

雑 損 失

支 払 利 息

特 別 損 失

営 業 外 費 用

経 常 損 失

令和７年度  神石高原町農業集落排水事業会計予定損益計算書

（　令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで　）　

営 業 収 益

農業集落排水施設使用料

営 業 費 用

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金

他 会 計 補 助 金

処 理 場 費

総 係 費

減 価 償 却 費

特 別 損 失

営 業 損 失

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

その他未処分利益剰余金変動額
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１ 千円 千円 千円 千円

（1）

イ 7,018

ロ 230,390

141,416 88,974

ハ 4,889,379

3,029,468 1,859,911

ニ 958,352

745,113 213,239

ホ 1,457

1,384 73

ヘ 909 909

2,170,124

（2）

イ 0

0

（3）

0

0

2,170,124

２

（1） 40,601

（2） 5,909

876 5,033

45,634

2,215,758

３

（1） 134,837

134,837

４

（1） 73,550

（2） 15,411

（3） 653

89,614

５

（1） 5,378,970

3,428,248

1,950,722

2,175,173

６ 57,512

7

（1）

7,018

7,018

（2）

△ 23,945

0

△ 23,945

△ 16,927

40,585

2,215,758

積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

当 年 度 未 処 理 欠 損 金イ

資 本 合 計

機 械 及 び 装 置

投 資

負 債 資 本 合 計

車 両

剰 余 金 合 計

イ

ロ

引 当 金

減 価 償 却 累 計 額

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

企 業 債

基 金

固 定 資 産 合 計

投 資 合 計

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

そ の 他 無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

令和７年度  神石高原町農業集落排水事業会計予定貸借対照表

（　令和８年３月３１日　）

資　　産　　の　　部

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

土 地

建 物

負　　債　　の　　部

流 動 負 債

現 金 預 金

資 産 合 計

未 収 金

企 業 債

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

流 動 資 産 合 計

固 定 負 債 合 計

固 定 負 債

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

未 払 金

流 動 負 債 合 計

長期前受金収益化累計額

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 金
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１ 千円 千円 千円 千円

（1）

イ 7,018

ロ 230,390

145,563 84,827

ハ 4,890,288

3,131,626 1,758,662

ニ 958,352

749,368 208,984

ホ 1,457

1,384 73

ヘ 13,646 13,646

2,073,210

（2）

イ 0

0

（3）

0

0

2,073,210

２

（1） 26,421

（2） 5,133

100 5,033

31,454

2,104,664

３

（1） 87,400

87,400

４

（1） 49,937

（2） 15,411

（3） 718

66,066

５

（1） 5,462,918

3,533,380

1,929,538

2,083,004

６ 57,512

7

（1）

7,018

7,018

（2）

△ 42,870

0

△ 42,870

△ 35,852

21,660

2,104,664

引 当 金

貸 倒 引 当 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金

長期前受金収益化累計額

剰 余 金

ロ 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

イ そ の 他 資 本 剰 余 金

長 期 前 受 金

資　　本　　の　　部

資 本 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資

基 金

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

令和８年度  神石高原町農業集落排水事業会計予定貸借対照表

（　令和９年３月３１日　）

資　　産　　の　　部

土 地

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 無 形 固 定 資 産
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予算に関する説明書における注記

１　重要な会計方針

　（１）　固定資産の減価償却の方法

　　①減価償却の方法

　　　　固定資産の減価償却は、定額法によって取得の翌年度から行う。

　　②主な耐用年数

　　　 建物 １０～４０年

　　 　構築物 １０～４０年

　　 　機械及び装置 ８～２５年

　　　 車両運搬具 ４～５年

　（２）　引当金の計上方法

　　①賞与等引当金

　　②貸倒引当金

　（３）　消費税及び地方消費税の会計処理基準

　　　税抜き方式による。

２　予定貸借対照表等関連

　（１）  企業債の償還に係る他会計の負担

　　令和６年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を
　作成している。

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して
　　１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は
　　６８，６６９千円である。

　　　職員の期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年
度
　末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４
か

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額
を
　計上している。
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